
-平成28年度事務事業実績評価表 政策№ 3 施策№ 36 事業№ 10 48

事務事業名 臨時福祉給付金給付事業
会計 一般会計 実施区分 継続

事業種別 政策 開始 25 終了 28
H29作成課等名 福祉課 H29係等名 地域福祉係 H28担当課等名 福祉課

基本計画上
の位置づけ

政策 3 健やかに安心して暮らせるまちづくり

施策 36 生活困難者の自立及び支援

目
的

対象（誰・何を） 給付対象者
対
象
指
標

指標名及び単位 28年度数値

平成２８年度臨時福祉給付金給付
対象者

15363

意図（どういう状態
にするか）

臨時福祉給付金を支給する

年金生活者等支援臨時福祉給付
金給付対象者

10952向上させたい上位施
策の成果指標

給付金の支給による消費増税に伴う負担を軽減

目
標

種別 指標名及び単位 27年度計画 27年度実績 28年度計画 28年度実績 備考（指標変更など）

成果
指標

平成２８年度臨時福祉給付金給付者数 20000 15483 20000 15363

成果
指標

年金生活者等支援臨時福祉給付金給付者数 13800 10952

定性
目標

事
業
概
要

１．平成28年度臨時福祉給付金：平成26年4月から消費税率が８％へ引き上げられたため、所得の低い方々への負担の影響に鑑み、
暫定的・臨時的な措置として、臨時福祉給付金を支給する。
（１）対象者　平成28年1月1日に飯田市に住民登録があり、平成２８年度分市民税（均等割）が課税されていない者。但し扶養者が課税
されている者、生活保護受給者等は除く。
（２）給付額　受給対象者1人につき3,000円
２．年金生活者等支援臨時福祉給付金：一億総活躍社会の実現に向け、賃金引き上げの恩恵が及びにくい所得の少ない高齢者及び
障害・遺族基礎年金受給者の方を支援するために、臨時福祉給付金を支給する。
（１）対象者　（高齢者）平成27年度臨時福祉給付金支給対象者の内、平成28年度中に65歳以上になる者。（年金受給者）平成28年度
臨時福祉給付金支給対象者の内、平成28年5月分の障害基礎年金または遺族基礎年金を受給している者。
（２）給付額　受給対象者1人につき30,000円

事業内容 名称 活動指標

28
年
度
事
業
内
容

１．平成28年度臨時福祉給付金
（１）事業内容の周知　広報いいだ、ホームページ等への掲載
（２）臨時福祉給付金の支給

２．年金生活者等支援臨時福祉給付金
（１）事業内容の周知　広報いいだ、ホームページ等への掲載
（２）臨時福祉給付金の支給

（１）情報掲載数
（２）支給人数

（１）情報掲載数
（２）支給人数

（１）2回
（２）15,363人

（１）２回
（２）高齢者：10,347人
　　 年金受給者：605人

事業コスト 27年度決算額 28年度予算額 28年度決算額 29年度繰越額 特定財源内訳、補足

事業費計（千円）① 116,059 856,382 420,382 319,599 （国）臨時福祉給付金事務費及び事業費補助
金（10/10）
27→28繰越明許費　324,365千円
28→29繰越明許費　319,599千円

国庫支出金 114,646 850,280 414,281 319,599

県支出金

起債

その他

一般財源 1,413 6,102 6,101

人件費計（千円）② 3,977 3,977 3,977 3,977

正規職員所要時間 1,112 1,112 1,112 1,112

臨時職員所要時間

総事業費①+② 120,036 860,359 424,359 323,576

事業内容・目
標達成状況
の振り返り

関係機関の協力を得ながら、広報による周知及び給付金の対象となる可能性のある者に対する個別通知などを行った。更に
未申請者に対し、個別通知を送付したり、民生委員を通じて申請勧奨を行った結果、延べ26,315人の対象者への給付金の
支給を完了することができた。

改革改善
の考え方

①問題
点

対象者からの申請漏れがないように、周知を的確に行う必要がある。

②改革
提案

平成27年度と同様に、関係機関等に協力を依頼するとともに、広報による周知及び給付金の対象となる可能性のある
者に対する個別通知を行う。


